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１．当県の人材ニーズについて



人材ニーズについて

３

※「県内企業の業況等に関する調査」（R6.7～8月調査）より

【全従業員数の過不足感】

業種 回答
企業数

現時点の状況 今後３か月の見込み

不足 適正 過剰 不明 不足 適正 過剰 不明

製造業
（業種：自動車，食品，機械器具 等） 65 27 29 9 0 36 19 9 1

非製造業
（業種：建設，卸・小売，飲食・宿泊 等） 43 31 11 0 1 34 8 0 1

合計 108 58 40 9 1 70 27 9 2

前回調査（R6.4～5月） (108) (64) (36) (6) (2) (72) (28) (6) (2)

昨年同期（R5.7～8月） (108) (65) (33) (9) (1) (69) (24) (13) (2)



人材ニーズについて

４

※「県内企業の業況等に関する調査」（R6.7～8月調査）より

【不足している職種】（正規従業員の不足企業数と不足人数） ※複数回答

業種 回答
企業数

管理的職業 専門的・
技術的職業 事務 販売・営業 サービス 生産現場 輸送・

運転機械 建設現場 その他 合計

企業数 不足
人数 企業数 不足

人数 企業数 不足
人数 企業数 不足

人数 企業数 不足
人数 企業数 不足

人数 企業数 不足
人数 企業数 不足

人数 企業数 不足
人数 不足人数

製造業
（業種：自動車，
食品，機械器具

等）

65 12 22 15 29 7 9 11 17 0 0 29 107 1 1 0 0 1 1 186

非製造業
（業種：建設，
卸・小売，飲食・
宿泊 等）

43 7 11 11 42 6 12 12 34 5 12 4 4 6 36 3 13 1 3 167

合計 108 19 33 26 71 13 21 23 51 5 12 33 111 7 37 3 13 2 4 353

前回調査
（R6.4～5月） (108) (16) (38) (35) (71) (8) (10) (18) (51) (4) (11) (28) (114) (4) (13) (5) (17) (2) (6) (331)
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２．当県の人材育成施策について



製造業の成長には人材育成が不可欠。県内のものづくり企業の人材育成の取組を支援

【１．ものづくり企業人材育成支援事業】
県内に事業所を有する製造業を営む中小企業が熟練技能者などを若手社員の指導者として活用する際の経費を助成
・ 補助率 ２／３（上限額１０千円 / 時間 かつ 600千円 / 年 / 社 ）

【２．ものづくり技術人材バンク運営事業】
退職等した熟練技能者の情報を集約し、指導者を必要とする企業へ情報を提供
・ しまねものづくり技術人材バンク 登録者数 ６６名（R6.10月末現在）

【３．ものづくり人材長期派遣研修支援事業】
社員を大学、職業訓練機関、企業へ派遣して行う３ヶ月以上（上限２年）の長期研修を支援
・ 補助率 １／２（上限額 2,000千円 / 年 / 社 ）

【４．中小企業中核技術者育成事業】

中堅、若手技術者を対象に先進技術などを学ぶ集合研修を実施

・２０回程度 / 年

【５．ものづくり新人育成研修事業】
若手技術者の育成のため、製造の現場において必要となる実践的な基礎知識の習得、先進企業視察などを年間シリーズ
のセミナーとして開催
・ 年６回のセミナーをシリーズで開催

①しまねものづくり人財育成促進事業

６



②産業人スキルアップセミナー

７

・当該地域や産業界のニーズを
考慮した上で企画

・機械加工、建築、IT人材育成
など約３０コースを予定

技能検定等を通じた技能者の育成、伝統技能の継承（特定分野の技能者の育成）、
その他地域の産業の発展につながる人材育成を目的に実施。
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経営者への啓発
業務効率化支援

講演会、セミナー
デジタルツールの紹介
相談対応の充実

業務効率化、生産性
向上への取組支援

デジタル技術導入補助金
専門家派遣
人材育成支援
マッチング支援

DXへの取組支援
伴走支援
専門人材確保・育成支援
各種補助金

・支援機関のデジタル支援機能の強化
・専門家（ITコーディネーター）の充実
・支援施策の情報共有など連携強化
・事業承継の推進

業務効率化に向け具体的に取り組む事業者を増やし、生産性
向上や新ビジネスを生み出すような取組を促進する

③県内中小企業のデジタル化の推進



在
職
者
向
け

求
職
者
向
け

在職者の職業訓練事業 [当初 2,000千円]

学卒者等の職業訓練事業 [当初 25,010千円]
・Webデザイン科、ＯＡシステム科

ものづくり新人育成研修事業 [当初 260千円]

ＩＴ人材確保促進支援事業～しまねＩＴ産業振興事業～
・IT WORKS＠島根（転職支援サービス） [当初 36,150千円]

ＩＴ人材育成支援事業～しまねＩＴ産業振興事業～
[当初 6,000千円]

・「業界が求める」ＩＴ人材育成

離職者等の職業訓練事業 [当初 32,593千円]
・ＩＴ学科、システムエンジニアコース

観光産業人材育成事業 [当初 8,000千円]

離職者等の職業訓練事業 [当初 16,071千円]
・ＩＴビジネスコース、ＩＴ資格コース

しまねソフト研究開発センター(ITOC) [当初 4,158千円]
～高度IT技術者の集積を目指しエンジニアの研鑽の場を提供
・ITエンジニア向け研修、事業アイデア創出の機会提供 等

しまね産業振興財団によるデジタル化支援～しまねDX推進事業～
・経営者向け啓発セミナーなど [当初 2,348千円]

高等技術校による職業訓練・セミナー

育成・確保したい人材像
デジタル利活用人材 ＩＴ技術者

次世代産業推進技術イノベーション事業 生産性向上・高度化支援事業 ・IoT・AI人材育成事業等 [当初 40,112千円]

高専との連携による企業のデジタル化技術高度化推進事業 ・リカレント教育実施のための設備導入費等（～R８年度までカリキュラムを実施） [R3.9補 35,980千円]

専門人材確保事業 ・プロフェッショナル人材戦略拠点による相談対応・情報発信、人材確保に要する経費の一部補助 等 [当初 42,127千円]

中小企業デジタル人材育成支援事業 ・e-ラーニングによるデジタル関連技術等の習得を支援 [当初 4,246千円]

若年者県内就職促進事業 [当初 460,516千円]
・（高校生、県内・県外大学生等向け）セミナー・相談会、インターンシップ等支援、合同企業説明会など

新入社員研修・若手社員研修 [当初 4,240千円]

いきいき職場づくり支援補助金 [当初 24,000千円]

デジタルリーダーシップ人材育成支援事業 ビジネスプロセスの改善や新ビジネスの創出などのスキル習得を支援 [当初 6,911千円]

令和６年度デジタル関連人材育成・確保施策マップ
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島根県の課題

１．県内のすべての業種を支援したい
２．企業は時間的余裕がなく、講演や研修では受講が困難
３．コスト面の理由で人材育成の優先順位が低い

１．13,000以上ある講座を定額制で学べるUdemyを活用
※「何から学べば良いか分からない」をなくすため、島根県独自のパッケージを用意（後述）

２．オンライン講座のため、いつでも受講でき、カリキュラム内のセクション
が５分程度に区切られているため、仕事の合間や休憩時間などの
「すき間時間」を活用できる（スマホでも受講可）

３．受講料の半分を県が負担
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中小企業デジタル人材育成支援事業（雇用政策課）



○ 講座数が9,500以上あり、「何から学べばよいか分からない」をなくすため、三層構造のラーニングパスを用意。
○ 企業がDXを通じて解決したい課題に取り組めるよう支援。
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中小企業デジタル人材育成支援事業（雇用政策課）


